
３．個別注記表

計 算 書 類

第３０期

自　２０２１年　４月　１日

至　２０２２年　３月３１日

１．貸借対照表

２．損益計算書



 (単位：千円)

金 額 金 額

23,052,982  流  動  負  債 17,266,272

335,071 125,053

1,870,889 2,328,022

4,649,365 14,408,658

15,023,282 199,866

880,284 27,232

24,873 12,319

41,052 4,051

180,913 27,929

1,501 4,767

20,028 128,178

5,742 191

18,928

1,046 430,531

81,230

302,556

1,467,627 23,130

  有 形 固 定 資 産 145,162 8,064

92,115 15,550

5,825

34,768 17,696,803

1,030

10,231  株  主  資  本 6,303,338

1,190 296,400

73,379

7,948 73,379

6,748 5,933,558

1,199 5,000

5,928,558

  投資その他の資産 1,314,516 100,000

1,261,993 5,828,558

52,522

520,468

520,468

6,823,806

24,520,609 24,520,609

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

負 債 ・ 純 資 産 合 計

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投 資 有 価 証 券

資 本 準 備 金

そ の 他

   利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

  無 形 固 定 資 産

純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

貯 蔵 品

預 け 金

未 収 入 金

資 産 合 計

前 払 費 用

車 両 運 搬 具

　評価・換算差額等

預 り 金

建 物

構 築 物

機 械 装 置

 固  定  負  債

修 繕 引 当 金

長 期 預 り 金

賞 与 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

 固  定  資  産

工 具 器 具 備 品

土 地

役 員 退 職 引 当 金

負 債 合 計

純 資 産 の 部

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 事 業 所 税

前 受 金

繰 越 利 益 剰 余 金

   資    本    金

   資 本 剰 余 金

そ の 他

商 品

未 成 工 事 支 出 金

仕 掛 品

原 材 料

科 目

現 金 及 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

 流  動  資  産

資 産 の 部

貸    借    対    照    表
２０２２年 ３月 ３１日現在

負 債 の 部

売 掛 金

科 目

支 払 手 形

電 子 記 録 債 務

買 掛 金

未 払 金



  (単位：千円)

95,567,736

94,059,348

1,508,388

961,283

547,104

4,136

32,024

32,811 68,972

27,977

9,429 37,406

578,670

205

309

578,567

188,103

-8,004 180,099

398,468

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

売 上 原 価

科          目

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

損   益   計   算   書

自 ２０２１年　４月　１日

至 ２０２２年　３月３１日

金           額

売 上 高

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

特 別 利 益

固 定 資 産 除 却 益



（1）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

① 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。）

② 時価のないもの

移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品

Ⅰ構造用鋼 ・・・ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定しております。）

Ⅱその他の商品 ・・・ 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定しております。）

② 未成工事支出金 ・・・ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定しております。）

③ 製品及び仕掛品 ・・・ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定しております。）

④ 原材料及び貯蔵品 ・・・ 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定しております。）

（3）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法

ただし,1998年4月1日以降取得した建物及び2016年4月1日以降取得した建物附属設備並びに構築物

については、定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産

定額法

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

（4）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上しており

ます。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、期末における要支給見込額を計上しております。

④ 役員退職引当金

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく要支給見込額を計上しております。

⑤ 修繕引当金

製造設備の定期修理費用の支出に充てるため、修理計画に基づき、当期に負担すべき額を計上して

おります。

（5）重要な収益及び費用の計上基準

受注設備製造及び請負工事の売上計上基準は、工事完成基準によっております。

（6）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

なお、未経過リース料総額は、8,240千円であります。

② 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記



有形固定資産の減価償却累計額　　           308,656千円

（1） 5,928株

（2）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

2. 貸借対照表に関する注記

3. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における発行済株式の数　　


